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1. 2024年3月期第1四半期
決算概要・通期見通し



単位：億円 2023年3月期
1Q

2024年3月期
1Q 増減 増減率

売上高 1,363 1,516 ＋152 111.2％

売上総利益 138 188 ＋49 135.8％

販売管理費 117 155 ＋38 132.7％

営業利益 21 32 ＋11 152.5％

経常利益 22 35 ＋12 154.3％

親会社株主に帰属する
四半期純利益 19 21 ＋1 109.0％

EBITDA 36 52 ＋15 143.4％

決算ハイライト
売上高ならびに各利益項目すべて過去最高
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【連結】 2024年3月期1Q



外食需要増による業務用回復、昨年度グループ入りした子会社の業績取込み、原料価格高騰により増加
木材相場の下落等により減少

業態別売上高
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【連結】2024年3月期 1Q

単位：億円 2023年3月期
1Q

2024年3月期
1Q 増減 増減率

スーパーマーケット 418 433 +15 103.6%
コンビニ・ミニスーパー 136 148 +12 108.8%
ドラッグストア 74 83 +9 112.2%

その他小売業 22 76 +54 345.5%

業務用 152 179 +27 117.8%
農水畜産業・製造業 218 245 +27 112.4%
木材・住宅資材関連 183 165 ▲18 90.2%
卸売業・商社 94 103 +9 109.6%
その他 61 80 +19 131.1%
合計 1,363 1,516 +153 112.3%
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セグメント別売上高

（億円）
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セグメント別営業利益（連結調整前）
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営業利益・経常利益
【連結】2024年3月期1Q
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親会社株主に帰属する四半期純利益
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親会社株主に帰属する四半期純利益
（億円）

【連結】2024年3月期1Q
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単位：億円 2023年3月期
期末

2024年3月期
1Q 増減 増減理由

流動資産 1,132 1,156 ＋23 ・現金及び預金＋23

固定資産 1,124 1,188 ＋63
・有形固定資産＋56
・のれん▲7
・投資有価証券＋12

総資産 2,257 2,344 ＋86

負債合計 1,588 1,654 ＋65 ・短期借入金＋89
・未払法人税等▲16

純資産 669 690 ＋20

自己資本比率 28.5% 28.3％ ▲0.2%

1株当たり純資産 2,720円 2,802円 ＋82円

貸借対照表
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【連結】2024年3月期1Q



2024年3月期通期業績予想
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単位：億円 2023年3月期 2024年3月期
業績予想 増減 増減率

売上高 5,879 6,500 +620 110.5%

営業利益 115 133 +17 114.9%

経常利益 121 140 +18 115.2%

親会社株主に帰属する
当期純利益 78 88 +9 111.8%

【連結】



配当政策について

安定配当を継続
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配当金・配当性向

※設立70周年および東証一部上場記念
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2. トピックス
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ＬＵＭＢＥＲＯＮＥＧＲＯＵＰ を子会社化（2023年9月予定）

首都圏において、建築事業・不動産事業を展開するＬＵＭＢＥＲＯＮＥＧＲＯＵＰを子会社化

12

MY BRAND
HOME事業

プロパティ
マネジメント事業

ベルベデーレ事業

（注文住宅、規格住宅、
リフォーム・リノベーション、
特殊建築物）

（不動産賃貸・管理）

（分譲住宅）

（管理物件例）

YAZAWA DEUXビル
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参考資料

※「2022年3月期決算説明会」掲載内容の一部を再掲



所在地 会社名 事業内容

福岡農産株式会社 精米卸売業

株式会社福岡ワールドグレインズ 輸入有機米事業

YGL株式会社 持株会社

九州栄孝エキスプレス株式会社 一般貨物運送、利用貨物運送、自動車整備

ライゴーエキスプレス株式会社 一般貨物運送、利用貨物運送

株式会社誠信運輸センター 一般貨物運送、利用貨物運送、冷蔵冷凍
倉庫の運営

ヤマエリアルティ株式会社 不動産の所有・賃貸・売買ならびに仲介業務

株式会社クイックス 畜肉加工および畜肉惣菜の製造販売

熊本県 株式会社日装建 建設工事業

日装ビルド株式会社 不動産の保有、賃貸、売買、管理、仲介等

有限会社津山青果 青果卸

トイメディカル株式会社 医療機器、健康食品、美容品の開発および
販売

津浦ゴルフアリーナ株式会社 ゴルフ練習場の経営、ゴルフ協議会の企画・運
営等

佐賀県 株式会社トワード ロジスティクス事業、情報システム事業、食品リ
サイクル事業

宮崎県 高千穂酒造株式会社 焼酎の製造および販売

ヤマエグループホールディングス グループ企業一覧（2023年6月末）
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所在地 会社名 事業内容

福岡県 ヤマエ久野株式会社 主に食品関連、住宅・不動産関連等において
商品の販売、製造、加工等を行う卸売業

高千穂倉庫運輸株式会社 運送、倉庫業

ヤマエ石油株式会社 石油製品販売、車両整備、損害保険取扱

株式会社リンネット 情報処理およびソフト開発

株式会社ワイテック 木材加工および住宅用建築資材の販売

ヤマエレンタリース株式会社 レンタカー事業

ヤマエ菓子株式会社 菓子の卸売

デリカSFホールディングス株式会社 持株会社

株式会社デリカフレンズ 弁当惣菜の製造、販売

株式会社惣和 惣菜類の製造、販売

双葉産業株式会社 弁当惣菜の製造、販売

株式会社鹿島技研 一般建設業、鋼製型枠・金物・鉄筋製造業、
ISベース柱脚事業

株式会社栄住産業 屋根・バルコニー・人工芝・物置の据付工事、
資材販売業

西本建設工業株式会社 管工事業、空調換気・消防施設工事業

あしたも株式会社 ピザ・その他飲食事業（ピザハットのフランチャイ
ズ運営）、スポーツクラブの運営等



15

所在地 会社名 事業内容

鹿児島県 株式会社クオリティファーム 養豚業

沖縄県 YLO株式会社 CVSセンター運営事業

東京都 みのりホールディングス株式会社 持株会社

株式会社河内屋ジェノス 業務用酒類卸

フィット株式会社 酒類、食品配送業

株式会社TATSUMI 食材およびワイン中心のレストラン専門卸売業

ワイ＆アイホールディングス合同会社 持株会社（菓子卸 コンフェックスHLD㈱の
株式保有）

株式会社アスティーク 建売分譲住宅販売・分譲宅地販売・注文
住宅建築業

株式会社アスティークパートナーズ 不動産売買仲介事業

神奈川県 日本ピザハット・コーポレーション株式会社 持株会社

日本ピザハット株式会社 ピザハット事業

ピザハット・エージェンシー株式会社 広告宣伝部門に係る業務

千葉県 株式会社春日や 酒類卸、小売業

栃木県 HVCホールディングス株式会社 持株会社

ハイビック株式会社 木材加工および住宅用建築資材の販売

所在地 会社名 事業内容

兵庫県 丸永株式会社
飼料の製造、販売・動物用医薬品および畜産
用機材器具の販売、畜産農業、素畜・食肉お
よび鶏卵の販売

有限会社マルナガファーム 養豚業

有限会社丸永エッグランド 養鶏業

静岡県 株式会社オトスイ 水産物の集荷および販売

宮城県 株式会社カネシメイチ 漁業、水産物卸売業、冷蔵倉庫業

シンガポール Arco Marketing Pte Ltd 冷凍シーフードおよび加工食品の輸出入・販売

イタリア ORIGINAL JAPAN S.R.L. 飲食店経営、貿易業務

ヤマエグループホールディングス グループ企業一覧（2023年6月末）



〈ヤマエグループ〉拡がる事業領域
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●日本ピザハット・コーポレーション
●日本ピザハット
●ピザハット・エージェンシー

★ヤマエ石油
★ヤマエレンタリース
★津浦ゴルフアリーナ
●★あしたも
◎ORIGINAL JAPAN

●デリカSFホールディングス
●デリカフレンズ
●惣和
●双葉産業
●高千穂酒造
●トイメディカル
●クイックス
★リンネット

●▲■ヤマエ久野
●みのりホールディングス
●河内屋ジェノス
●フィット

●TATSUMI
●ヤマエ菓子
●春日や
●オトスイ
●YLO
●ワイ＆アイホールディングス

▲丸永
▲マルナガファーム
▲丸永エッグランド
▲クオリティファーム

■HVCホールディングス
■ハイビック
■ワイテック
■日装建
■鹿島技研
▲福岡農産
▲福岡ワールドグレインズ

★高千穂倉庫運輸
★YGL
★九州栄孝エキスプレス
★ライゴーエキスプレス
★誠信運輸センター

★トワード
◎Arco Marketing

■栄住産業
■西本建設工業

■アスティーク
■アスティークパートナーズ

■日装ビルド
■ヤマエリアルティ

●カネシメイチ
●津山青果

●：食品関連 ▲：糖粉・飼料畜産関連 ■：住宅・不動産関連 ★：その他 ◎：海外

サ プ ラ イ チ ェ ー ン の 川 上（一次産業） か ら 川 下（最終消費者）ま で一 気 通 貫 し た ビ ジ ネ ス を 展 開
調達（一次産業） 製造・生産 卸売・物流 販売・小売
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食品関連事業
糖粉・飼料畜産関連事業

住宅・不動産関連事業

その他事業

16%

13%

4%

67%売上高
5,879億円

セグメント別売上高構成比

業績推移

2023年3月期

沿革、売上高構成比、業態推移

1950年 ㈱江夏商店を設立
1966年 ヤマエ商事㈱に商号変更
1969年 久野食糧㈱と合併、ヤマエ久野㈱に商号変更
1974年 福岡証券取引所へ上場
1983年 大糖商事㈱（現大阪支店）を吸収合併 関西エリア進出
1986年 ㈱丸中（現東京支店）を吸収合併 関東エリア進出

1995年 子会社㈱フレンドリーデリカ（現㈱デリカフレンズ）にてコンビニエンスストア向け米飯事業開始
米飯事業開始

2005年 ㈱ワイテックを設立 プレカット事業開始

2017年
デリカＳＦホールディングス㈱を設立し、㈱惣和・双葉産業㈱を子会社化 米飯事業拡大
みのりホールディングス㈱を子会社化

2018年
㈱日装建・㈱TATSUMIを子会社化
ORIGINAL JAPAN S.R.L.（イタリア現法）を設立 海外進出

2019年 HVCホールディングス㈱（ハイビック㈱）を子会社化

2020年
東京証券取引所第一部へ上場/設立70周年
㈱鹿島技研を子会社化

2021年

㈱栄住産業を子会社化
あしたも㈱を設立
㈲津山青果を子会社化
ヤマエグループホールディングス㈱を設立し、持株会社体制へ移行
㈱カネシメイチを子会社化

2022年

㈱アスティークを子会社化 トリゼンクオリティオーシャンズ㈱を設立
福岡農産㈱、丸永㈱、九州栄孝エキスプレスグループを子会社化
日本ピザハット・コーポレーション㈱を子会社化 BtoC事業開始
Arco Marketing Pte Ltd、㈱クイックスを子会社化

2023年 ㈱トワードと資本業務提携、津浦ゴルフアリーナ㈱を設立

沿革
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特徴：幅広い商材のワンストップ供給と独自サポート提供で重要パートナーへ

独自のサポート 住宅一棟受注定時定温・共同配送リテールサポート 品質管理・商品開発

ワンストップで供給
住宅資材 木材（プレカット）惣菜 酒類加工食品農水畜産物

サプライチェーンの川上（一次産業）から川下（最終消費者）に至る幅広い商材をワンストップで供給
当社独自のサポート機能を提供することで、顧客の事業における重要パートナーとなり安定した売上高・利益を確保

18

食と住分野の顧客にとって、当社は重要な事業パートナーの位置づけ

コンビニ スーパーマーケット 住宅建築業者

メーカー

九州ブランドの原材料・生産物の供給 製品仕入

ホテル・レストラン・外食チェーン
生
産
者
か
ら
消
費
者
ま
で
一
気
通
貫
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
を
展
開

生産者

九州ブランドの餌・肥料の供給 生産物の販売支援及び仕入



特徴：創業の地「九州」への密着
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九州を本拠地として70年以上に亘り事業を展開
産物・商材の情報の獲得 地場企業・生産者との

深い関係性の構築
商材の品質確保、
安定供給体制を確立

商材・サービスのブランド化による高い利益率の確保

18,827 
15,215 

13,591 13,535 13,108 

8,686 
5,638 

九州 関東 東北 中部 北海道 中四国 関西

出典：令和2年農林水産統計（国内漁業産出額）
令和3年農林水産統計（農産物生産額）
令和3年国勢調査（人口）

九州は日本の食料基地
1位

3,305 

771 
1,624 

1,067 

2,020 2,260 

1,052 

九州 関東 東北 中部 北海道 中四国 関西

14,245 

43,653 

8,612 

21,148 

5,225 
10,951 

22,312 

九州 関東 東北 中部 北海道 中四国 関西

1位農産物生産額 国内漁業産出額 人口(億円) （億円） （千人）



特徴：さらなる成長を求めて九州から全国へ
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全国展開を目指す顧客との共生を
核とした事業エリアの拡大 戦略的なM&Aを実施

約4,800社の仕入先から九州地場の商材を発掘・育成し品質確保、安定供給を実施

九州をブランド化して全国へ展開
地域別の売上高比率

76%

9%

7%
6%2%

売上高
3,795億円
2017年3月期

58%

25%

8%

7% 2%

売上高
5,879億円
2023年3月期

九州外の売上高構成比

24％
九州外の売上高構成比

42％

九州・沖縄 関東 中四国 関西 その他



特徴：さらなる成長を求めて九州から全国へ
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本社

関西支社
東京支社

※パート・アルバイト含む
※2023年6月末

Italy
ORIGINAL JAPAN S.R.L

Singapore
Arco Marketing Pte Ltd

拠点数：約199ヵ所

グループ企業：54社

従業員数：12,689名



EBITDAの推移
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EBITDAは7年間で2.6倍

EBITDA推移

（億円）

2023年3月期は過去最高
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既存事業 買収した企業

17社：16％
20社：17％

M＆Aによる売上高への寄与
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売上高寄与度は7年間で17.4倍

※買収企業数(累計)：売上高に占める割合

3社：2％

16社：9％

16社：16％
17社：19％

（億円）

買収した企業による売上高寄与額の合計推移

積極的なM&Aにより事業領域、取引エリアの拡大

36社※：24％



お問い合わせ

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、本資料の発表日
現在において入手可能な情報から得られた判断に基づいており、実際の業績は、
様々な不確定要素により異なる場合がございますことをご了承ください。

ir@yamaegroup-hd.co.jpE-mail


